
新しいエネルギー資源

メタンハイドレート

海洋エネルギー資源開発促進日本海連合
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青丸は水分子、緑丸はメタン分子

結晶構造図

メタンハイドレートとは

構造・特徴

存在するための条件

●メタンハイドレートは、人が住む地上環境の温度・圧力では、
存在できません。「低温高圧」で存在することができ、その条
件は以下のとおりです。

・ １気圧だと ･･･ マイナス80℃以下
・ 10気圧だと ･･･ マイナス30℃以下
・ 50気圧だと ･･･ 4℃以下
・100気圧だと ･･･ 12℃以下

出典：メタンハイドレート資源
開発研究コンソーシアム

出典 ： 明治大学ガスハイドレート研究所ホームページ （http://www.kisc.meiji.ac.jp/~hydrate/about/index.html)
）

どこにあるのか

●自然界で存在できる場所は、陸上では、カナダなどの永久
凍土層、海洋では、水深数百ｍ以深の海底の下であり、
世界の大洋周辺に分布しています。

「燃える氷」
人工のメタンハイドレート

『佐藤幹夫／産総研より』

海域でのメタンハイドレートの２つのタイプ

出典 ： 経済産業省資源エネルギー庁

●メタンハイドレートは、石油、天然ガス、石炭などのエネルギー資源が少なく、そのほとんどを外国
からの輸入に頼っている日本の近海にも相当量が存在すると推測されており、新しい資源として
注目されています。

●人工のメタンハイドレート結晶は、色が白く、触ると冷たい、氷のような物質です。
●常温下で分解が進むため、火を近づけると放出されたメタンガスに引火し、メタンハイドレート自体

が燃えているように見えることから、「燃える氷」と呼ばれることがあります。

なぜ注目されるのか

世界のメタンハイドレート分布地図

海洋もしくは湖

陸上（永久凍土層）
天然のハイドレートが回収された場所

ハイドレートが存在すると考えられて
いる場所

出典 ： メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム

出典 ： MH21-S 研究開発コンソーシアム

●メタンハイドレートは、メタン（天然ガスの主成分）と水の２つから構成
されています。

●水分子が低温高圧の環境に置かれると、カゴ状の構造になり、その
中にメタン分子が閉じ込められた化合物がメタンハイドレート（ＣＨ4・
６Ｈ2Ｏ）です。

●メタンハイドレート1m3が分解すると、メタンガス約160～170m3と水
0.8m3になります。

●メタンハイドレートの起源は、①動物・植物プランクトン等が海底に堆
積し、微生物により分解され、生成されたガス、② ①がさらに沈下し
て地底熱により熱分解し、生成されたガスです。これらが安定的に存
在できる低温高圧の環境で結晶し固体となったものがメタンハイド
レートです。

表層型
主として
日本海側

砂層型
主として
太平洋側
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（出典）経済産業省
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メタンハイドレートの賦存形態
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メタンハイドレート開発に係る国の計画

出典 ： 経済産業省資源エネルギー庁

メタンハイドレート開発に係る国の計画

海洋基本計画（平成30年5月15日閣議決定）
 平成30年代後半※に⺠間企業が主導する商業化に向けたプロジェクトが開始されるこ

とを目指し、将来の商業生産を可能とするための技術開発を進める。
※2023〜2027年度頃

○砂層型メタンハイドレート
 これまでの研究成果を適切に評価した上で、⻑期間の安定生産を実現するための生産技術の確⽴、経済性を担保す

るための資源量の把握、商業化を睨んだ複数坑井での生産システムの開発等について取り組む。
 国が⾏う研究開発の内容については情報開⽰に努め、オープンイノベーションの観点から、⺠間企業の優れた知⾒を最

大限取り込むことができる体制を構築する。さらに、研究内容をステージごとに区分し、次のステージに移⾏する条件を明
確にすることで、プロジェクト管理のPDCAサイクルを確⽴する。

○表層型メタンハイドレート
 広く技術的な可能性に機会を与え、回収・生産技術の調査研究を引き続き⾏うとともに、有望な⼿法が⾒つかった場

合には研究対象を絞り込み、商業化に向けた更なる技術開発を推進する。
 海底下の地層における表層型メタンハイドレート分布、形態の特徴等を解明するための海洋調査を実施する。

海洋エネルギー・鉱物資源開発計画（平成31年２⽉15日改定）における開発に向けた工程表

表層型メタンハイドレートの開発に向けた工程表

2 0 1 8 ～ 2 0 2 2 年 度 頃

海洋基本計画（平成30年5月15日閣議決定）
 平成30年代後半に民間企業が主導する商業化に向けたプロジェクトが開始されることを目指し、将来の商業生産

を可能とするための技術開発を進める。

2023～2027年度頃

生産技術
の開発

環境影響評価

回収技術に
関する調査研究

回収の原理や回収
時に想定される事象
等に関する調査・検
討（提案公募型）

調
査
研
究
の
評
価

回収・生産技術の研究開発

賦存状況等を把握するための海洋調査

海底の状況等を把握するための海洋調査

海洋産出試験の実施場所に関する検討

海域環境調査

方
向
性
の
確
認
・
見
直
し
の
結
果
を
踏
ま
え
た

海
洋
産
出
試
験
等

民
間
企
業
が
主
導
す
る
商
業
化
に
向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
開
始

方
向
性
の
確
認
・見
直
し

環境影響評価手法の研究

長期的取組
経済性の確保や環境保全など、商業化に必要な条件の検討

有
望
技
術
の
特
定
に
向
け
た
検
討

海洋産出試験
の実施場所の
特定に向けた
海洋調査

要
素
技
術
に
係
る

陸
上
で
の
実
験
等

要
素
技
術
の
評
価

要
素
技
術
に
係
る

海
洋
で
の
検
証

海洋産出試験に向けた
生産システムの検討

継続的な確認とアップデート

方
向
性
の
確
認
・見
直
し

砂層型メタンハイドレートの開発に向けた工程表

海洋基本計画（平成30年5月15日閣議決定）
 平成30年代後半に民間企業が主導する商業化に向けたプロジェクトが開始されることを目指し、将来の商業生産

を可能とするための技術開発を進める。

生産技術
の開発

長期的取組

有望濃集帯の
抽出に向けた
海洋調査

2 0 1 8 ～ 2 0 2 2 年 度 頃 2023～2027年度頃

環境影響評価

こ
れ
ま
で
の
研
究
成
果
の
総
合
的
な
検
証

方
向
性
の
確
認
・
見
直
し
の
結
果
を
踏
ま
え
た

海
洋
産
出
試
験
等

民
間
企
業
が
主
導
す
る
商
業
化
に
向
け
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
開
始

三次元地震探査の準備・実施・解析

試掘（簡易生産実験を含む）準備・実施

・生産量向上・コスト低減などの個別技術における
新しい技術の取り込み（オープンイノベーション）

・日本周辺海域の資源量調査
・経済性の確保や環境保全など、商業化に必要な条件の検討

継続的な確認とアップデート

方
向
性
の
確
認
・見
直
し

方
向
性
の
確
認
・見
直
し

海域環境調査

陸上産出試験での長期生産挙動データの取得と生産技
術の実証

総合的な検証
に基づく課題解
決策の検討

生産挙動予測と技術的可採量評価の信頼性
向上

海洋における長期生産技術の開発・改良

結
果
の
評
価
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出典：経済産業省 メタンハイドレート開発実施検討会（第32回） 配布資料

出典：経済産業省 総合資源エネルギー調査会 資源・燃料分科会（第22回） 配布資料

最上トラフ

隠岐トラフ

隠岐北東方

上越沖
（富山湾・佐渡西方海域）

隠岐西方
海域

西津軽海盆海域

奥尻海盆海域

日高沖海域

網走沖海域

十勝沖海域

国の取組状況＜表層型メタンハイドレート資源量調査の概要＞

国の取組状況＜表層型メタンハイドレート資源量調査への対応＞
出典：経済産業省 メタンハイドレート開発実施検討会（第32回） 配布資料

出典：経済産業省
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 外部有識者による委員会において試算結果の検討を⾏ったところ、①試算が妥当な推計⼿法を用いて
導かれていると判断できること、②ただし、試算結果は一定の幅をもって解釈すべきものであること等の意
⾒が⽰された。

 これら結果を踏まえ、（国研）産業技術総合研究所は「表層型メタンハイドレートの回収技術に関す
る調査研究」（公募形式）を開始し、平成28年度は5件採択、平成29年度は新たに1件採択し、
合計6件の調査研究を継続中。また、海底下のメタンハイドレートの分布、形態の特徴等を解明するた
めの海洋調査も併せて実施した。

回収技術の調査研究 採択事業者

＜平成28年度採択案件＞ 5件を採択 ＜平成29年度採択案件＞ 1件を採択
○三井E&S HD、清水建設、日本大 ○シェルジャパン、三菱商事
○三菱造船、清水建設、海技研
○鳥取大、日本ミクニヤ
○石油資源開発
○東京海洋大、新潟大、九州大、太陽工業

国の取組状況＜表層型メタンハイドレート資源量調査の概要＞

国の取組状況＜表層型メタンハイドレート資源量調査への対応＞

●海洋基本計画（平成25年４月閣議決定）に基づき、
平成25年度〜平成27年度の３年間にわたり、日本海
側の複数の海域を中心に、（国研）産業技術総合研究
所が経済産業省より受託して、調査を実施。

●調査がもっとも進んでいて塊状のメタンハイドレート
の存在が確認されている、上越沖のガスチムニー構造
を示す「海鷹海脚中西部のマウンド地形」（面積約
200m×250m、深さ約120m）で試算。

●表層型メタンハイドレートの存在の可能性のある構造
（ガスチムニー構造）が、調査海域で1,742箇所存在するこ
とを確認。
●ガスチムニー構造の内部におけるメタンハイドレートの
分布が不連続で広がりの推定が困難なことや、個々の
ガスチムニー構造毎に内部の様子が多様であることが
わかり、資源量の試算にあたっては、特定の範囲に限定。

回収技術の調査研究 採択事業者

＜平成28年度採択案件＞ 5件を採択
○三井造船、清水建設、日本大
○三菱重⼯、清水建設、海技研
○鳥取大、日本ミクニヤ
○石油資源開発
○東京海洋大、新潟大、九州大、太陽⼯業

＜平成29年度採択案件＞ 1件を採択
○シェルジャパン、三菱商事

 平成25年度から平成27年度にかけて実施した表層型メタンハイドレートの資源量調査の結果、メタンハイドレートが
存在する可能性のある地質構造（ガスチムニー構造）を合計で1,742箇所確認。

 このうち、上越沖のガスチムニー構造1箇所を対象に、（国研）産業技術総合研究所が資源量を試算した結果、メ
タンガス換算（地表での条件）で約６億㎥（我が国の天然ガス消費量の約２日分に相当）の量に相当するメタ
ンハイドレートの存在を推定。

 外部有識者による委員会において試算結果の検討を⾏ったところ、①試算が妥当な推計⼿法を用いて導かれている
と判断できること、②ただし、試算結果は⼀定の幅をもって解釈すべきものであること等の意⾒が⽰された。

 これら結果を踏まえ、（国研）産業技術総合研究所は「表層型メタンハイドレートの回収技術に関する調査研究」
（公募形式）を開始し、平成28年度は5件採択、平成29年度は新たに1件採択し、合計6件の調査研究を継続
中。また、海底下のメタンハイドレートの分布、形態の特徴等を解明するための海洋調査も併せて実施中。

表層型メタンハイドレートの資源量調査の結果と対応
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国の取組状況＜表層型メタンハイドレートにおける回収技術の調査研究＞

出典：経済産業省

国の取組状況＜表層型メタンハイドレートにおける回収技術の調査研究＞

• 2016年度から、表層型メタンハイドレートの回収、利用⽅法の具体化に資するため、表層型メタンハイドレートにおけ
る回収技術の調査研究を実施中。

• 具体的には、①表層型メタンハイドレートを回収する原理等や、②回収に伴い想定される事象への対応等について、
調査・研究。

・ 今後、有望技術の絞り込みが⾏われる。

表層型メタンハイドレートにおける回収技術の調査研究
 2016年度から、表層型メタンハイドレートの回収、利用⽅法の具体化に資するため、表層型メタン
ハイドレートにおける回収技術の調査研究を実施中。

 具体的には、①表層型メタンハイドレートを回収する原理等や、②回収に伴い想定される事象への
対応等について、調査・研究。

平成30年度版

表層型メタンハイドレートにおける回収技術の調査研究
 2016年度から、表層型メタンハイドレートの回収、利用⽅法の具体化に資するため、表層型メタン
ハイドレートにおける回収技術の調査研究を実施中。

 具体的には、①表層型メタンハイドレートを回収する原理等や、②回収に伴い想定される事象への
対応等について、調査・研究。

平成30年度版

表層型メタンハイドレートにおける回収技術の調査研究
 2016年度から、表層型メタンハイドレートの回収、利用⽅法の具体化に資するため、表層型メタン
ハイドレートにおける回収技術の調査研究を実施中。

 具体的には、①表層型メタンハイドレートを回収する原理等や、②回収に伴い想定される事象への
対応等について、調査・研究。

平成30年度版

表層型メタンハイドレートにおける回収技術の調査研究
 2016年度から、表層型メタンハイドレートの回収、利用⽅法の具体化に資するため、表層型メタン
ハイドレートにおける回収技術の調査研究を実施中。

 具体的には、①表層型メタンハイドレートを回収する原理等や、②回収に伴い想定される事象への
対応等について、調査・研究。

平成30年度版

④ 閉鎖環境で、ウォータージェットによって
ハイドレートを削り、回収する手法
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           海洋エネルギー資源開発促進日本海連合の活動               

 

１ 海洋エネルギー資源開発促進日本海連合 

海洋エネルギー資源開発促進日本海連合（略称「日本海連合」）は、日本海やその沿岸地域のポテンシャ

ルを活かし、海洋エネルギー資源の開発を加速化させるため、平成 24 年９月に発足し、日本海沿岸の 12 府

県で構成しています。 

 日本海連合では、日本海のメタンハイドレート、石油、天然ガス（在来型）等の海洋エネルギー資源の開

発を促進するため、日本海沿岸の府県が連携して情報収集や調査研究、国への提案等を行っています。 

【設 立】平成 24 年９月８日 

【構成府県】（12 府県） 

青森県、秋田県、山形県、新潟県、富山県、石川県、福井県、京都府、兵庫県、鳥取県、島根県、山口県 

【役 員】（会   長） 鳥取県知事 

（事務局長） 新潟県知事 

（監  事） 山形県知事、京都府知事 

（事 務 局） 新潟県 

 

２ 日本海連合の活動 

（１）国への要望 

 平成 24 年度より毎年、経済産業省等へ要望を行ってお 

り、平成 28 年度には安倍首相にも要望を行いました。開 

発にかかる事業費の拡充、商業化に向けたロードマップ 

策定、地元技術を活用した採掘技術の開発促進、エネル 

ギー供給基地やガスパイプライン網の整備促進などを要 

望しています。 

 国は、平成 25 年度、海洋基本計画において表層型メ

タンハイドレートの資源量調査（H25～H27）と開発の方

向性を、平成 30 年度には商業化に向けたロードマップ

を明記しました。                         
 

（２）日本海海洋資源フォーラム（H27 京都府、H28 兵庫県、H29 鳥取県、H30 新潟県、R元 山形県） 

平成 27 年度より毎年、日本海側におけるメタンハイドレート等の海洋エネルギー資源の開発を一層促進

するため、普及啓発を目的とした一般向けのフォーラムを開催しています。 
日本海連合と国が役割分担・連携して日本海側の海洋エネルギー資源の開発を進めるための国との意見

交換（促進対話）や、有識者による講演、採掘技術アイデアコンテスト表彰式（~H28）等を行っています。 

 
日本海海洋資源フォーラム in 山形（R 元.11.20） 

要望書を手渡す会長（R 元.6.6） 

 海洋エネルギー資源開発促進日本海連合の活動
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日本海連合 各府県の活動
日本海連合を構成する各府県では、 連合での取組の他に独自の取組も進めていますので、 ご紹介します。

活動内容 活動内容

秋
田
県

　平成２５年度から、秋田大学、資源開発に係わる県内

企業及び民間団体と連携し、メタンハイドレートなどの新

たな地下資源開発の現状や今後の展望に関する講演会

を開催しています。

　今後も講演会等を開催し、メタンハイドレートを含めた

地下資源に対する県民の関心を高めていくことにしてい

ます。
京
都
府

　平成２７年９月に「日本海海洋資源フォーラム　in　京
都」が開催された際には、地元新聞紙に講演内容等に
ついて特集記事を大きく掲載し、併せて京都府独自の
啓発パンフレットを作成しました。
　また、多くの家族連れが参加する府主催の環境イベ
ントにおいて、平成２８、２９年度にメタンハイドレートの
燃焼実験や模型作り等の体験教室を開催し、子供から
お年寄りまでメタンハイドレートに親しんでいただく取組
を実施しました。
　平成２８年３月には大学等研究機関や事業者を対象と
した技術セミナーを開催し、同年１１月に府民を対象とし
たフォーラムを開催するなど、府民や事業者の表層型メ
タンハイドレートに対する理解の促進に努めるとともに、
メタンハイドレートが商業化された際に、都市圏にガスを
供給するためのＬＮＧ基地やガスパイプライン等のイン
フラ整備を目指した研究会等も実施しております。
　今後も府民や事業者向けのイベント等の開催により、
気運醸成の取組を進めて行く予定です。

山
形
県

　平成２６～２８年度に、メタンハイドレートに関する一般

向け講演会を開催しました。講演会では、メタンハイドレ

ートが存在する海底条件等の基本的な特性や、これまで

に行なわれた調査研究等を紹介し、県民や県内企業の

皆様に理解を深めていただきました。

　また、平成２７年度からは、日本海連合による要望に加

え、本県独自でも、国に対しメタンハイドレートの開発促

進について要望を行っています。

新
潟
県

　平成２７年度には県内企業が技術開発等に参画できる

環境を整えていくことを目的に、産学官による表層型メタ

ンハイドレート研究会を設立しました。国の資源量調査結

果等の情報共有や、県内企業が有する関連技術の整理

を通じた理解増進や資源開発に向けた気運醸成など、

調査研究の体制整備を進めており、平成２８年度には一

般向け講演会、平成３０年度には青少年向けにメタンハ

イドレート実験教室を開催しました。
兵
庫
県

　平成２４～２５年度に県独自の調査として但馬沖でメ
タンハイドレートの賦存確認を行い、結果を基に国に調
査実施を働きかけ、但馬沖での国による本格的な調査
研究へと繋げました。
　また、メタンハイドレートの実用化に向けては、県民の
理解促進と開発気運の醸成が重要であることから、講演
会や体験会を開催し、メタンハイドレートに関する情報提
供に努めています。
　具体的には、県主催の講演会（H２７、H２９）を実施す
るとともに、日本海連合主催のフォーラム（H２８）を本県
で開催し、国の最新の取組状況等を広く情報提供しま
した。さらに、メタンハイドレートに慣れ親しむことを目的
に、メタンハイドレートの燃焼実験等を内容とする体験会
（Ｈ３０，Ｒ１）を開催し、多くの参加者から「今後の研究開
発に期待する」「地域の活性化に繋げてほしい」「取組情
報を知りたい」との意見が寄せられました。
　引き続き、日本海連合とも連携し、開発気運の醸成
や国への提案活動などに取り組んでいきます。

富
山
県

　日本海連合における活動と同様に、本県においても、

日本海側における表層型メタンハイドレートの資源量全

体を把握するための調査の実施や回収技術の開発の促

進について、国に要望しています。　

　また、富山県立大学では、平成２７年度から平成３０年

度まで４か年連続して、海洋実習調査において、上越沖

での表層型メタンハイドレートの採取に成功しています。

石
川
県

　平成３０年度に、「海洋エネルギー資源（メタンハイド

レート）」をテーマとした県政出前講座を開催し、メタンハ

イドレートの特徴や開発の状況等について紹介しまし

た。

鳥
取
県

　日本海連合の設立が契機となり、現在、県独自に４つ
の取組を行っています。
　１つ目は人材育成の取組であり、調査開発を担う高度
技術者を輩出するために、鳥取大学大学院に寄附講座
「メタンハイドレート科学コース」を平成２８年４月に開
講しました。
　２つ目の取組は地元の理解促進のために、セミナー
や小中学生向け実験教室など普及啓発活動を行って
います。
　３つ目の取組は資源開発に伴う環境影響について、
県と　して知見を深めておく必要があると考え、有識者と
連携して環境影響の手法の検討や評価に資する基礎
データ収集を行っています。（平成２９年度からは一般
向けに報告会も開催）
　４つ目の取組は県内外の産学官で構成する「鳥取県
表　層型メタンハイドレート研究会」を平成２９年度に設立
し、会員間のネットワークづくり、情報の収集・提供、意見
交換を行い、資源回収技術等の確立につなげたいと
考えています。

福
井
県

　本県では、地域の集まり、学校、職場などに県職員が

出向き、県政に関する事業や取組みなどを説明する「現

場でトーク」を実施しており、「エネルギーの多元化への

対応」をテーマに、水素エネルギーの研究や再生可能

エネルギー利用の取組みとあわせて、メタンハイドレート

について紹介する機会を設けています。



海洋エネルギー資源開発促進日本海連合 

事務局：〒950-8570 新潟県新潟市中央区新光町 4番地1 

新潟県産業労働部産業振興課

http://www.nihonkairengou.jp/
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